




国内セメント需要、当社のセメント販売状況についてです。

２０２３年度上半期の国内セメント需要は、
人手不足・建設コストの上昇・大雨・台風に加え
記録的な猛暑等の影響により、官公需、民需ともに減少したことから、
前年同期を6.5％下回る１,７３９万ｔとなりました。
２０２３年度通期では３，６００万ｔと想定いたしました。

当社の国内販売数量は２０２３年度上半期３９２万ｔと
対前年同期２.6％減となりました。
２０２３年度通期は８１０万ｔを見込んでおります。



２０２３年度第２四半期決算において
売上高は、セメント事業での値上げ効果等により、
１,０９８億円と１４１億円の増収となりました。

営業損益は、セメント事業において値上げ効果等により、
８２億４千万円改善となったこともあり１８億４千万円の
黒字となり、対前年では７９億５千万円の改善となりました。

政策保有株式の売却を進めたこと等により特別損益も
２７億円好転し、四半期純利益は５８億８千万円となりました。



２０２３年度第２四半期のセメント営業損益は３２億円の赤字
となったものの、対前年では８２億円の改善となりました。
電力・原材料価格で１９億円、為替で６億円などの悪化があったものの
販売価格で９４億円、石炭・石油価格で２７億円好転したことが
主な要因となります。



セメント以外の事業では、

鉱産品は、鉄鋼向け石灰石の販売数量の増加や値上げにより
増収となったことなどから増益となりました。

建材は、コンクリート二次製品の販売数量が増加したことなどから
増収となったものの生産コストの増加などにより減益となりました。

光電子は、LN変調器での生産コストの増加もあり営業損失となりました。

新材料は、半導体製造装置部品であるESC（静電チャック）の
販売数量が増加したことなどから増収となったものの品種構成差による
影響などから減益となりました。



２０２３年度通期業績予想は、
売上高は、セメント事業での値上げにより増収を見込んでおります。

営業損益は、
セメント事業での値上げ効果などにより対前年１４６億６千万円改善し、
６１億円の黒字を見込んでおります。

政策保有株式売却を進めていることから特別損益の好転もあり
当期純利益は１０５億円と対前年１６２億２千万円の改善予想
となります。

配当につきましては、
１株当たり年間配当を１２０円で据え置いております。



２０２３年度のセメント営業損益は対前年、
販売価格で１９７億円、石炭・石油価格で５１億円の改善を
見込んでおりますが、電力・原材料価格、為替、
前期の高単価石炭使用などによる悪化要因８６億円あることから
前年１９５億円の赤字から１６２億円改善するものの
３３億円の赤字の見込みとなっております。



２０２３年度通期業績予想について、
８月の公表から売上高及び当期純利益を修正しております。

売上高は、
新材料事業での半導体需要減少により販売減を見込んだことなどから
２４億円減の２，２７６億円の予想としました。

営業利益は、
新材料事業での売上高減少による影響やセメント事業での為替影響など
による悪化が見込まれるものの第２四半期決算での好転もあり、
営業利益は６１億円で据え置きとしました。

当期純利益は、政策保有株式売却による特別利益を追加で計上する
見込みであることから１０億円増の１０５億円としました。



２０２３年度セメント営業損益の対年初公表からの変動については、
販売価格、石炭・石油価格により３３億円の改善があったものの、
為替影響での悪化要因などもあり、改善は１４億円の見込みとなって
おります。



２０２３年度セメント以外の事業では、

鉱産品は
石灰石の販売増加や値上げなどにより対前年・対年初公表とも
増収増益を見込んでおります。

建材は
コストアップに対応した値上げ効果などにより対前年増収増益
を見込んでおります。

光電子は
販売減により対前年・対年初とも減収損益悪化見込となっております。

新材料は
半導体需要の低迷により、半導体製造装置部品である
ESC（静電チャック）の販売減を見込んでおり減収減益。
また、年初想定より半導体需要の回復が遅れる見込みのため、
対年初公表についても売上高・営業利益ともに下方修正となりました。














